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自動運転は、公共交通が不便な中山間地での移動手段確保方策等として期待されている。中山間地では

人口密度が低いため、自動運転に対応した道路空間（自動運転対応道路）の効率的な整備が求められる。

本稿では、自動運転対応道路の整備優先順位の設定手法を提案し、愛知県豊田市の中山間地に位置する旭

地区を対象に、実際の人口分布と道路網を用いて、複数の道路網パターンと優先度指標の分析を行った。

その結果、全住民が自動運転を利用可能とするための必要整備延長は最大156km（全道路の約半分）だっ

た。拠点や優先順位の設定方法により同じ人口をカバーするための要整備延長が異なり、整備量の制約を

考慮した拠点と指標設定が必要であることを示した。提案した手法により、自動運転の実現に向けた効率

的な整備区間の提案に寄与できると期待できる。 
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1. はじめに 

 

官民ITS構想・ロードマップ20191)では、自動運転シス

テムによる社会的期待として、交通事故の削減、交通渋

滞の緩和、環境負荷の低減、運転の快適性向上、高齢者

等の移動支援など、移動に関わる様々な問題への貢献が

あげられている。国土交通省は、2017年以降「中山間地

域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証

実験」に取り組んでおり、移動支援のみならず物流の効

率化などの検討が行われている。 

中山間地は、人口密度が低いことに加えて自動車利用

が進展しているため、公共交通サービス水準が低い地域

が多い。社会全体で人手不足が深刻化する状況であり、

バスなどの公共交通機関の運転手不足は深刻な問題であ

る。今後収益の厳しいバス路線から撤退するケースが増

えかねない。こうした背景から、自動運転技術による移

動手段確保への対応は、中山間地においてより切実であ

るといえる。 

自動運転車が道路を走行するためには、高精度3次元

地図や磁気マーカーなどの自動運転車に対応した道路空

間（以下、自動運転対応道路）の整備が必要となる補注(1)。

先述のように中山間地は人口密度が低いことから、すべ

ての道路を自動運転対応道路として整備するのは現実的

ではない。中山間地への自動運転の導入に向けては、住

民が自動運転車を利用するために必要となる自動運転対

応道路を把握することが重要であると考える。 

自動運転車の導入効果を検討した文献は、Shared Au-

tonomous Vehicles (SAVs)の導入効果や、SAVsの配車方法

について評価したものが多数存在するが例えば2-7)。しかし、

それらの多くは、都市部や郊外部を対象として自動運転

車はあらゆる道路を走行できることを想定した検討であ

り、中山間地での自動運転対応道路の整備について検討

した事例はみられない。 

本稿では、中山間地における自動運転車の導入に向け

た自動運転対応道路の整備優先順位の設定手法を提案し、

中山間地に位置する愛知県豊田市の旭地区でのケースス

タディから道路網の形状と用いる評価指標の違いによる

整備量と優先順位の差を分析することを目的とする。 

 

2. 方法  

 

(1) 使用するデータ  
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本研究の対象地区は、愛知県豊田市の北東部矢作川上

流域の中山間地に位置する旭地区（図-1）である。2005

年に現豊田市に合併した旧旭町の区域である。人口約

2,600人（2020年1月、豊田市全体の0.6%）、面積約82km2

（豊田市全体の8.9％）で人口密度は約32人/km2である。

地区内の標高は100mから868m、森林面積は地区全体の

約82%を占めており8)、山に囲まれた地区であり道路は

地形に沿う形でつながっている。 

分析には、対象地区の実際の道路網、居住者分布を用

いる。道路網は、市販のGIS用道路網データ9)を用いる。

居住者分布は、国勢調査人口をベースに100mメッシュ

人口を推計した市販のデータ10)を用いる。 

 

(2) 分析にあたっての条件設定  

分析にあたり、対象地区に自動運転車を導入する姿と

して次のように設定する。 

・対象地区内で完結する移動を対象とする自動運転対

応道路網の整備を想定する。 

・導入する自動運転車の運用方法は考慮しない。つま

り自家用車と公共交通事業用車の区別をしない。

自動運転対応道路の整備量のみを考慮する。 

・居住地（人口>0人のメッシュ）から最寄りの拠点

（市役所の支所の所在地）または副拠点（集会所

の所在地）まで到達できるハブアンドスポーク型

の道路網を考える。 

・副拠点を設ける場合には、副拠点から拠点を結ぶ経

路も自動運転対応道路として整備することとする。

副拠点の数は、地区の実態を踏まえて2か所と4箇所

の2種類を想定し、副拠点なしも含めた全体で3種類

の道路網を検討する。 

・整備の優先度を評価する指標（優先度指標）には

「経路を整備することで自動運転車の利用が可能

となる人口（利用可能人口）」と「利用可能人口

を拠点から居住地までの全経路の距離で除した値

（距離あたり利用可能人口）」を用いる。前者は

遠方でも人口が多い集落を結ぶ経路を優先し、後

者は集落までの距離と人口の多さの両方を考慮し

た経路を優先する考え方である。 

 

(3) 自動運転対応道路整備順序の決定手順  

経済的観点からは、自動運転対応道路の整備延長は短

い延長で多くの人が利用できることが望ましい。本稿で

は、拠点または副拠点を起点として、優先順位の高い区

間を機械的に選んで整備を進める方法で延長を計算する。

その手順は以下のとおりである。図-2に手順のイメージ

を示す。 

・Step-1：拠点または副拠点から居住地まで最短距離

となる経路をGISで計算する。その際、地区外の道

路を経由するほうが最短経路となる場合があるた

め一部地区外の道路も対象にしている。副拠点を

設ける道路網では、拠点と副拠点を連絡する区間

を優先的に整備する。拠点と副拠点を連絡する区

間の延長は、拠点数3箇所で約11km、拠点数5箇所

で約19kmである。 

・Step-2：優先度指標を計算する。居住地から拠点ま

での経路を利用する利用可能人口（または距離あ

たり利用可能人口）を区間ごとに集計して算出す

る。 

・Step-3：優先順位は、優先度指標を用いて判定し、

優先度指標の大きな区間から整備を進める。ここ

で、整備によって自動運転車が利用可能となる人

口を「路線圏人口」と呼ぶ。 

拠点や副拠点を起点として自動運転対応道路の整備を

進めるにつれて、路線圏人口が増加する。路線圏人口の

増加は、道路網の種類（1箇所、3箇所、5箇所）と評価

指標の違い（利用可能人口と距離あたり利用可能人口）

によって異なる。これらの違いを考慮して、自動運転対

応道路の整備延長と路線圏人口の関係を分析する。 

 

愛知県

豊田市

旭地区

拠点（小渡）

副拠点（敷島 築羽 笹戸 浅野）
 

図-1 検討対象地区 
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3. 結果  

 

(1) 全居住地をカバーするための整備延長 

全居住地をカバーするために必要となる自動運転対応

道路の整備延長の算出結果を表-1に示す。この場合、優

先度指標による差はないため拠点数の違いのみ示す。 

最も延長が長いのは拠点数1箇所の156kmである。GIS

から算出した旭地区の全道路延長314kmの半分程度の距

離にあたる。拠点数を増やすと延長が短くなり、3箇所

で150km、5か所で144kmとなる。各居住地から一つの拠

点を最短経路で結ぶ場合と比べて、副拠点を設けること

は利用者を集約するため、整備延長が短くなる。 

整備延長あたりの路線圏人口は拠点数1箇所の時に最

小となる17.0人/kmである。拠点数3箇所で17.7人/km、5箇

所で18.4人/kmである。 

拠点数別の自動運転対応道路網を図-2,3,4に示す。な

お、これらの図では拠点間を連絡する経路を利用する人

の数は表示していない。 

ここで、整備延長あたりの路線圏人口の評価の参考と

するため、旭地区を含む豊田市全体と、豊田市に近い大

都市である名古屋市において、総人口を総道路延長で除

した値と比較する。豊田市全体では125人/kmであり、政

令市である名古屋市では346人/kmであった。人口密度の

低い中山間地では都市部を含む地域よりも値が小さくな

ることは当然であるが、自動運転対応道路の整備を検討

する際の都市部と中山間地との条件の違いを把握できる。 

また、整備延長のうち約7割が車道幅員5.5m未満の道

路である。これらの道路を自動運転対応道路として整備

するには、先に挙げた高精度3次元地図や磁気マーカー

だけでなく、部分的な幅員拡幅などの道路改良や路面標

示の再整備などが必要となる可能性がある点も留意が必

要である。 

 

 (2) 整備延長と路線圏人口の関係  

次に、自動運転対応道路の整備延長と路線圏人口の関

係を分析する。図-5に優先度指標に利用可能人口を用い

たcase11,12,13、図-6に距離あたり利用可能人口を用いた

case21,22,23の結果を示す。なお、比較のため図-5には

case23の結果を、図-6にはcase11の結果を示している。 

全体の傾向として、整備延長の増加につれて単調に路

線圏人口が増加する右肩上がりの関係にある。優先度指

標に「距離あたり利用可能人口」を用いたcase21,22,23で

は、「利用可能人口」を用いたcase11,12,13よりも、全体

的に同じ整備延長でも路線圏人口が多い傾向にある。ま

た、拠点数が多いほうが同じ整備延長でも路線圏人口が

多い傾向にある。ただし、case11とcase12やcase13の関係

に着目すると、整備延長40kmあたりで大小関係が逆転

している。これは、case12やcase13では拠点と副拠点を連

絡する経路を優先して整備したことが影響している。 

このことから、予算制約等によって一度に整備できる

延長が限られる場合、副拠点間を結ぶための道路整備を

優先するために路線圏人口が少なくなる可能性も存在す

る。そのため、一度に整備できる延長を考慮した拠点の

設定が必要であることがわかった。 

表-1 全居住地をカバーするための整備延長 

拠点数(箇所) 1 3 5
整備延長

(km)
155.6 149.5 143.6

整備延長あたり路線
圏人口(人/km)

17.0 17.7 18.4  

 

路線圏人口

 

図-2 居住地から拠点を結ぶ道路網（拠点数1箇所） 

路線圏人口

 

図-3 居住地から拠点を結ぶ道路網（拠点数3箇所） 

路線圏人口

 
図-4 居住地から拠点を結ぶ道路網（拠点数5箇所） 
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表-2に、路線圏人口の割合に対応するcase11の整備延

長と他のケースのcase11の延長との差を示す。case11の整

備延長との差が最も大きくなるのは、路線圏人口の割合

が40%時のcase23であり、約25km（38%）少ない整備延

長で同じ人口をカバーできることがわかる。 

また、ほとんどの場合全体的にcase12,13と比べて

case22,23の整備延長が短いが、路線圏人口の割合が20%

の時はcase22よりcase12の方が差が大きく、大小関係が逆

転している。これは優先度が「距離あたり利用可能人

口」の場合は、居住地までの経路の距離が短い場合に優

先度が高くなることが影響している。このことから、優

先的に整備する区間を検討する際は、目標とする路線圏

人口（サービス対象範囲ともいえる）によって優先度指

標を使い分けることで、より効率的な整備が可能となる

ことを示唆している。 

図-7,8,9に路線圏人口割合別の道路整備区間を示す。

ここでは比較のため、最も整備延長が長いcase11と、整

備延長が短いcase23、そして優先度指標による経路の違

いを見るためcase13の図を示す。 

図-7と図-8の違いから、複数拠点を設けることの影響

を確認できる。図中のAやBの経路は、拠点が1箇所の

case11では長い距離を経由して拠点から集落に到達して

いるが、拠点数が5箇所のcase13では近隣の副拠点を経由

する経路Cに変わっている。 

図-8と図-9の違いから、優先度指標の違いによる影響

を確認できる。case13とcase23で利用する経路は変わらな

いが、整備の優先順位が変わる。図中のCの経路は、図

中のCの経路は、整備延長が長いが、利用可能人口が多
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図-5 整備延長と路線圏人口の関係 

（優先度指標：利用可能人口） 

図-6 整備延長と路線圏人口の関係 

（優先度指標：距離あたり利用可能人口） 

 

路線圏人口割合

 

図-7 路線圏人口割合別道路整備区間（case11） 

路線圏人口割合

 

図-8 路線圏人口割合別道路整備区間（case13） 

路線圏人口割合

 

図-9 路線圏人口割合別道路整備区間（case23） 

 

表-2 路線圏人口割合と整備延長の関係 

優先度指標 利用可能人口 距離あたり利用可能人口
拠点数(箇所) 1 3 5 1 3 5
ケース名 case11 case12 case13 case21 case22 case23
表の値 整備延長 case11の整備延長との差

全人口の0% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全人口の20% 28.2 -3.5 -4.6 -4.7 -1.2 -6.7

全人口の40% 66.1 -8.2 -13.4 -20.0 -20.5 -25.0

全人口の60% 83.7 -2.8 -4.6 -2.2 -9.0 -18.1

全人口の80% 112.6 -8.4 -12.9 -5.5 -9.3 -16.1

全人口の100% 155.6 -6.1 -11.9 0.0 -6.1 -11.9

単位:km  
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いため、case13（図-8）では路線圏人口割合を40%とす

る整備を行う際の対象に含まれるが、case23（図-9）で

は路線圏人口割合が60%時の対象路線となっている。D

の経路でも同様の変化が見られる。 

 

(3) 整備延長と距離あたり路線圏人口の関係  

整備延長が長くなるほど路線圏人口が大きくなる一方

で、効率的な整備のためにはより少ない延長でより多く

の人口をカバーすることが求められる。そこで、路線圏

人口を自動運転対応道路の整備延長で除した値と整備延

長の関係を分析する。結果を図-10,11に示す。なお、比

較のため図-10にはcase23の結果を、図-11にはcase11の結

果を示している。 

整備延長あたり路線圏人口は、最大でcase21の164人

/kmとなるが、その時の整備延長が0.7kmであり路線圏人

口は100名程度に限られる。拠点の個所数が1箇所や3箇

所の場合は、整備延長が10km程度になると値が20人/km

で落ち着く。5箇所の場合は整備延長が20km程度で値が

20人/kmで落ち着く。今回想定した道路網は拠点を起点

としており、拠点周辺には比較的多くの人口が居住して

いる場合が多いために、このような関係になると考えら

れる。 

このような整備延長あたり路線圏人口の特性を活用し

て、自動運転の導入を目指す地域において目標となる路

線圏人口を検討する際のひとつの目安として活用できる

可能性がある。 

 

4 おわりに 

 

本稿では、中山間地における自動運転車の導入に向け

た自動運転対応道路の整備優先順位の設定手法を提案し、

愛知県豊田市旭地区の実際の道路網と人口分布を用いて

自動運転車の路線圏人口と、自動運転対応道路の整備延

長の関係を分析した。 

本研究で得られた知見を以下に示す。 

・中山間地である旭地区で全居住者が利用できる自動

運転対応道路を整備した場合、整備延長あたりの

路線圏人口は最大で18.4人/kmである。この値は都

市部を含む地域である豊田市全域や政令市の名古

屋市と比較して一桁小さい。都市部と中山間地と

の条件の違いを示した。 

・道路整備延長は副拠点の箇所数が多いほど短くなる

傾向がある。ただし、路線圏人口を全人口ではな

く一部に限定した場合、つまり一度に整備できる

延長に制約がある場合には、副拠点間を結ぶため

の道路整備を優先するために路線圏人口が少なく

なる可能性がある。そのため、可能となる整備量

の制約を考慮した拠点設定が必要である。 

・優先度として距離あたり利用可能人口を用いるほう

が整備量が少なくなる傾向があるが、整備延長に

制約がある場合は、路線圏人口が少なくなる可能

性がある。このことから、整備量の制約を考慮し

た優先度指標の使い分けの必要性が示唆された。 

・整備延長あたりの路線圏人口は、一定の整備延長を

越えると収束する傾向を確認した。目標とする路

線圏人口を検討する際のひとつの目安として活用

できる可能性がある。 

 

今後の課題として、次のことがある。まず、本稿では、

すべての道路を候補としているが、車道の幅員や沿道施

設の立地、利用者の集約可能性なども考慮した経路探索

が考えられる。次に、最短経路のみならず経路の共通利

用の考慮、最適化手法の導入により、より効率的な道路

整備が期待できる。また、本稿の対象地域が中山間地で

あることからハブアンドスポーク型の道路網を想定した

が、拠点の設定方法を工夫することで、格子型や放射・

環状型の道路網を検討することも考えられる。さらに、

本稿では単純に整備延長のみについて評価したが、導入

する自動運転車の運用方法（自家用車とするのか、

SAVsのような共同利用用の車とするのか）、必要とな

る車両数などの考慮が挙げられる。今後はこれらの観点

も加えた分析を進めることが求められる。 
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図-10 累積整備延長と距離あたり路線圏人口の関係 

（優先度指標：利用可能人口） 
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図-11 累積整備延長と距離あたり路線圏人口の関係 

（優先度指標：距離あたり利用可能人口） 
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補注 

(1) 高精度 3 次元地図や磁気マーカーを利用せず、GNSS

による位置情報のみで自動走行する技術の研究開発

も進められている。しかし特に中山間地においては、

GNSS 測位は樹木やトンネル、地形の影響を受けやす

いことから、自動運転対応道路の必要性は高いと言

える。 
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